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現代日本の教育政策変容

一一政策内容と政策形式との区別論の視点から一一

荻原克男

On the Content and Form of Japanese Education Policy : 

Focusing on the Changes from 1990's onwards 
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問題の設定
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現在， 日本の教育政策は大きな変化の渦中にある。とりわけ 1990年代以降，文部省(現，文

部科学省)を中心として次々と打ち出されきた「教育改革」政策は，これまでの政策碁諦とは

明らかに異なる姿を呈するものであった。この政策基調の変化に対して，その性格をどう捉え

るかをめぐって様々な議論が提出されてきているが，その評価は大きく分かれている(おもな

議論として，井深2000，市)111995 b，小島2000，黒崎2000，小五2001，佐藤1999，藤岡 1997，

2000など)。ごく大づかみにいえば，否定的評価と肯定的評価とにニ分することができる。一方

では，現在の教育改革政策が，公教育の解体，政府責任の放棄，教脊の市場化・私事化，格差

拡大につながるとする否定的な側面が指摘される。他方では，公教育における官僚統制の打破，

地方分権化，規制援和，学校の自律性拡大などへ向かう動きとしてその積極的な側面が評価さ

れる。

こうした評価の分岐1)ti，どちらかが完全に正ししどちらかが全く誤りという関係なのでは

なしそれぞれが焦点を合わせる対象領域や局面の違い(たとえば，改革が「ねらい」とする

意図・方向に照準を合わせるのか，その好余曲折を含む実現過程の側面に注目するのか等)，ま

たそれを位置づけ，評価する視点や理論的背景の相違によるところが大きい。

本稿は，こうした評価の分岐状況を踏まえつつ，教育政策の変化を分節化して捉えるための

枠組みについて検討しようとするものである。そこでまず，教育政策の「内容J と「形式」と

の区別論を導入したい。それぞれの大まかな定義は以下のとおりである。

政策内容とは，政策として打ち出された内容体系，ないし行政焔策に盛り込まれた政策内容
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を指す。これらは例えば，民間機関あるいは政府審議会等によって構想・立案された政策提雷

文書の形で，また中央や地方の行政機関によって企商・採用された施策プログラムといった形

で表わされる o

政策形式とは，政策内容の推進・実現過程がとるところの形態・様式のことであるo 政策形

式はさらに，政策の形成過程においてみられる組織過程・手続きによって特徴づけられる形態・

様式(政策形成形式)と，政策の実施過程におけるそれ(政策実施形式)との二つに区分でき

る。

この枠組みにしたがえば，教育政策の変化を捉えるにさいして，さしあたり次のような諸側

面が識加されることとなる。

政策内容

政策形式「一政策形成形式

」一政策実施形式

こうした底別論にもとづいて，別稿では， 1990年代後半期の教育政策は，政策内容の面では

大きな変容が認められるものの，政策実施形式の側面では従来型の特徴……指導機能を通じた

規格化の浸透という行政コミュニケーション形式一ーがなお持続している， との仮説を提示し

た。すなわち従来型の政策実施形式を通じて，教育改革の推進(政策内容の変更)が企図され

ている，ということである(荻原2001)。

これまでの議論では， もっぱら政策内容の次元に控目して，その中での変化した要素とそう

でない要素とを対比するという形で，政策変容を性格づけるというやり方がしばしば行われて

きた。たとえば，規制緩和や学校選択といったいわゆる「民j や市場の論理を強調する改革メ

ニューの登場という大きな変化の一方で、 Bの丸・君が代のような国家主義的な領域では従来

の特徴が引き継がれている(ないし，むしろ強化されている)といった指摘がそうである。こ

うした説明が間違っているというのではないが(それは，いわゆる新自由主義と新保守主義と

が対立的というよりも，じつは相補的な関係にあるという指摘として妥当である)，そこで見え

にくくなるのは，変化のただ中でこそ変わらないもの，あるいは変化することを通じて温存さ

れるものに照明をあてる視角である。別稿において政策実施形式の持続性ということで焦点佑

しようとしたのは，まさにそのような慨商であり，変化が促進されるパターンの毘質性ともい

うべきものであった。

とはいえ，先の論稿には次のような難点があったと考える。すなわ弘、政策内容は変イちした

が，政策実施形式は変化していないグという命題(仮説)において，その変化/不変化を説明

するための理論的基準が明確で、ないという点である。変化と持続を何らかの基準で特定化でき

なければ，いうところの依説も十分な検証作業に耐ええないことになる。

以上の問題点は次のようにいつことができる o まず政策内容の変化については，それらが線

に見えやすい形で現象していることによりかかつて，それらを枚挙することをもって変佑の説

明に代えている向きがあったという開題である。公立中高一貫校の制度化，義務教育学校への

学校選択の導入，学校評議員制の導入，学習指導要領の運用の変北，等々。こうした個別政策

メニューの変佑は可視的・顕在的であり，誰しもこうした変化を否認することはできないだろ

う。しかし，このように見えやすい分だけ，その変化の性格を理論的に詰めて検討することが

希薄になっていたといわぎるをえない。他方，政策実施形式の茜での持続'控という命題(仮説)

についても，それを説明する理論的枠組みが欠けていた。つまり，政策内容の荷でも政策(笑
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施)形式の商でも，それぞれの側面での変化(不変化)を説明する理論的基準についての検討

がきわめて不十分でいあったということである。

本稿は，こうした前論文での弱点をいくらかでも克服し，今後の研究課題を明らかにするこ

とをねらいとする一つの試論である。

2 政策内容と政策形式との区部議の理論的意味

ここではパーンスティンの権力(分類)と統制(枠づけ)という概念セットに関する理論に

示唆を受けてへ上記の政策内容と政策形式という区別が，いかなる理論的レベルに関わる問題

なのかを考えてみたい。

まず，パーンスティンによる「権力(分類)Jと「統制(枠づけ)Jの定義づけをみておこうへ

権力(分類)は「さまざまな集団のカテゴ1)…間の境界 (boundaries)，さまざまな言説カテ

ゴ1)一間の境界，さまざまな機関のカテゴ 1)一関の境界をつくり出し，正統化し，再生産するJo

それは「社会空間内において断層を生み出し，句読点を打つ作用」を行使する。すなわち「権

力の焦点は間の関係におかれ，権力はこのようにして秩序の正統な関係 Oegitimaterelations 

of order)を打ち立てるJo

他方，統制IJ (枠づけ)は「さまざまなカテゴリーに適切なコミュニケーションの正統な形式

Oegitimate forms of communication) を打ち立てる」。すなわちそれは，ある文脈「内部の

諸関係を規制するJoI統制は権力という境界関係を運びJ，この関係牲のなかに主体を社会化す

る。別言すれば I分類原理」が「どんな言説についてもその限界を提供する」のに対して I枠

づけはその言説の実現形式を提供する」のである。ただし，統制(枠づけ)は「再生産を行う

権力とその変佑のポテンシャルとの両者を運搬するといっ矛盾した性格を持っていると考えら

れる。」

要するに，権力(分類)は「カテゴリー間の正統な関係を打ち立てJ，I間の関係 (relations

between)を構成する」。他方，統制(枠づけ)は「正統なコミュニケーションを打ち立てJ，I所

与の相互作用形式の内部(relationswithin)を構築するのである。J (パーンスティン 2000: 40， 

52， Bernstein 2000 : 5， 12) 

ここで，行論との関連で注目しておきたいのは次の諸点である。

第一に，権力(分類)概念が諸種のカテゴ1)ーの簡の諸関係 (relationsbetween)の正統な

あり方に焦点を合わせているの対して，統制(枠づけ)概念は，ある所与のカテゴリー内部の

諸関係 (relationswithin)における正統的あり方を指し示すという点である。ここで諸カテゴ

リー間の正統な関係性が権力と呼ば、れているのは，そうしたカテゴリーの配置関係が自明で安

定した，あたかも、自然なグ秩序という様相をとるからである(パーンスティンはこのことを

「権力関係の恋意的性格が，分類原理によって揺されているJ と表現する[パーンスティン

2000 : 43， BernsteIn 2000 : 7J)。

第二に，権力(分類)によって構築されたカテゴリー聞の境界関係を，統制(枠づけ)が中

継い実現するという点である。すなわち，統制(枠づけ)の形式を通じて，既存の諸カテゴ

1)一間の配置関係(権力関係)が媒介され，実現されるということである。しかし他方で，こ

の統制(枠づけ)の形式が，権力関係の「変化のポテンシャ/レ」をも同時に中継・媒介しうる

ものとしても捉えられている点に注意しておきたい。
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第三に，権力(分類)と統制(枠づけ)は，それぞ、れが独立に変化しうるものであるという

点である(パーンスティン 2000:日， Bernstein 2000 : 12) 0 一つの権力関係(分類原理)に対

して，ある一つの統制(枠づけ)形式が一義的に対応しているというのではなしある一つの

タイプの権力(分類)関係は，異なる種類の統制(枠づけ)形式を通じて中継・実現されうる

ということである。

以上の整理を前提として，ここで先に述べた政策内容と政策形式という区別論に戻って，そ

れらがどのような理論レベルの開題に関わる概念なのかについて，試みの概略を示しておきた

し、。

政策内容は，それに関連する諸概念，諸主体，諸機関などの諸轄のカテゴリー間の境界とそ

の相互関係を正統な秩序として定式化する鵠きを担うものとして捉えられる。すなわち政策内

容は，政策・制度が依拠している秩序の構成原理に関わるものと考えられる。政策内容の変北

とは，これらの諸カテゴリ一関係の変化として表現されることになる。

政策形式とは，上記のような意味での政策内容が実現されるところの正統なコミュニケー

ション形式である。それは政策内容が秩序化している諸カテゴリ一関係(権力関係)を運ぴ，

媒介する働きを担うものとして捉えられる。つまり政策形式は，政策・制度が依拠している秩

序の実現形式に関わる問題だといえる。ただし，政策形式は正統なカテゴリ一関係を具現化す

るという働きをもつだけでなく，場合によってそのカテゴリ一関係に対する変化のポテンシャ

ルをも媒介しうるものと考えておきたい。

そして，理論的には，これら政策内容と政策形式とはそれぞれが独立に変化するものとして

捉えられる。ある特定の政策内容が異なる政策形式によって媒介されうるし，また異なる政策

内容がある特定の政策形式を通じて実現されうるのである。

以下，それぞれに関してもう少し具体的な例をあげながら敷桁してみよう。

3 政策内容

政策内容の変更は，あるカテゴ1)ーの意味変更として，ないしそれが他の諾カテゴリーとの

関係の中でもつ位置づけの変更として，あるいはまた新たなカテゴ1)ーの導入などとして表現

される。例えば，学習指導要領の「基準」性の、一律・闘ー性グから、最低性グへの意味変更

や，教育の「機会均等」概念の文脈変更，あるいは「通学区域の弾力化」という名による学校

選択の契機の導入などとして。政策内容におけるある一つのカテゴリーの意味や位置づけを変

えることは，それと関連して構築されていた他の政策要葉の位置づけを変えることにはかなら

ず，その程度が昂じれば政策体系そのものの変化に通じるものとなる。

このようなケースは，既存の政策体系において正統的な位置を占めていた主体や機関にとっ

ては，その存立条件を脅かすものとして認知される。そうした脅威を意味する政策内容変更が

試みられる場合には，既存の主体・機関からの抵抗が惹起されることとなるだろう。このよう

な事態は，たとえば1980年代における臨時教育審議会と当時の文部省との聞の論争という形で

実際に観察されたところであった。

ここでは，教育における「機会均等Jといっ言説カテゴリーの文脈変更を例にとってみよう。

臨教審におけるいわゆる教育の自由化論の最大のイデオローグであった香山健一は，戦後教育

における「機会均等」理念の認識のあり方を問題として，次のような批判を提起した。「未成熟
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な戦後民主主義のもとにおいては w能力に応ずる機会均等』の理念が必ずしも正しく理解され

ずに w結果の平等』と混同，誤解されたり w能力に応ずる』という重要部分を『差別』とし

て否定する誤った傾向を生み出すなどいわゆる悪平等主義に盟落することが少なくなかったJo

「悪平等主義に伴う画一主義の弊警があまりにもはっきりしてしまった今日 w能力に応ずる機

会均等』の理念を再確認することによって w個性重視の原則』の現代的意味を明確にしなけれ

ばならないoJ (香山 1987:46) 

ここでの論述内容の当否はさしあたり問題ではない。重要なのは，それまでの文部行政が前

提とし，機軸としてきた「機会均等」の確保という政策原理(香山に従えばそれは誤った理解

に基づいているのだが)が，-悪平等主義」への「堕落」と「画一主義の弊寄」をもたらした張

本人であるとして攻撃されているという点である。それは同時に，このような政策原理に立脚

している文部省そのものが攻撃の的になっていることを意味した。当時，香山は「文部省解体

論」というセンセーショナルなタイトルで論壇でのキャンペーンを展開していたのである(香

山1985)。

文部省はこれに対して，-機会均等の理念」は「単に学校教育を受ける機会の均等の確保だけ

を意味するのではなく，受けるべき教育内容についてもその均質性，同質性を保障することが

大切でbあるj として，まっこうからの反対論を提示した(文部省初等中等教育局 1985: 166)。

学習指導要領，教科書事検定制度，教員定数や施設設備の蒸準化といった現行制度は，まさにこ

うした「受けるべき教育内容」の全国的「均質性，同質性」を確保するためにこそ設けられお

り，しかもそれにより国襟的にみても高レベルの教育水準が維持されている，というのが当時

の文部省の主張であった。

しかし現在の文部科学者は，そこにこそ教育行政の主要任務があるのだとかつて主張してい

た，-全国どこでも用水準の教育」サービスを「均質J，-同質」に確保するという政策論理を前

面に押し立てて提唱することはもはやない。これは教育における「機会均等」という政策カテ

ゴ1)ーの文脈的な意味変更による政策体系金体の変化の例とみなすことができるべ

こうした変化のコロラリーとして，義務教育諸学校の教職員定数の算定基礎となる，国が定

める学級編制「標準」の意味あいの変更，あるいは学習指導要領における「基準」性の変更な

どを指摘することができる。前者に関しては，村や町がそれぞれ独自の予算をつけて，渠の「基

準」以下の少人数学級編制を実現しようとする試みに対して，県教委が「基準」を遵守するよ

うクレームをつけるという事件があいついで起きたが，こうした事態はまさに全国的なサービ

ス水準の形式的向一性を維持するといっ政策原理によって正統化されていたのである(田嶋

1998 : 19， 20， 22， 32， 日本経諦新聞社2001: 267-268)。しかし，今後このような事態が再び

起こるとは想定しがたいし，かりにあったとしてももはや開じ論理で正統化されることはあり

えないだろう。後者の学習指導要領については，文部科学省の当局者から「運用を変えます。

これまでは指導要領を越えて教えることはできなかった。今度の新指導要領では余力のある子

はどんどん先に行く。教科書は身につけるべき最低ラインです」と明諒されるに去っている(朝

臼新聞2001年4月4日。「学力とは(下)Jにおける寺脇研文部科学審議官の雷葉として怯えら

れたもの)。

政策内容が，あるタイプのカテゴリ一関係の正統な秩序として定式化され，それが一定の歴

史的期間において機能しつづけると，それは一つの体系と呼ぶべき構成を備えるにいたる。上

に瞥見したような，少なくとも 1980年代まではまだ存続していたと考えられる政策内容体系



122 教育学研究科紀婆第邸宅子

は，その独特な「機会均等」概念，すなわち公教育サービス提供の全国的な一律性，形式的同

一性を維持・確保することこそが，教育政策の主要征務であるとの論理に立脚するものであっ

た。

現在あらためて，このような一つの盤史的存在としての日本の戦後教育政策を体系的に理解

しようとする試みが様々の形で行われてきている。それは，今まさにこの歴史的構成物として

の政策内容体系が大きな変動期にあるからにはかならない。「教育における 55年体制IJJ(=r企

業国家型公共性J)という規定とその位相についての議論(井深2000: 17， 27， 208-212)，教育

における r56年体制」とその行き詰まりという議論(小島2000:17-18， 25-30， 246-248)，あ

るいは「教育改革政策の構関(枠組み)Jの変化をめぐる議論(黒崎2000: 168， 172， 191-193， 

203)などは，それらの注目すべき代表例といえる。いずれの場合でも，現在進行中の教育改革

政策の特質が，それ以前までの政策体系が有していた性格との関連で評価され位置づけられる

という関係になっている。このことが意味するのは，現在をどのように理解するかは，それを

位置づけ，比較対照する参照枠の設定のあり方，および参照対象についての認識のあり方と理

論的に表裏の関係にあるということであるヘ

ところで，こうした政策内容の体系上の変化レベルからみて，それに対する「外部」的な契

機・関係性における変化と r内部J 的な契機・関係での変化を区別することができる 6弘前者

は，教育政策そのものをその一部分として含む，より上位の政策内容体系との関連性において

教育政策を捉えるものである。それは，たとえば1997年に第二次橋本内簡が定式化した「六つ

の改革」の中に教育が位置づけられたことに象徴されるようなレベルでの問題である(行政改

革，財政構造改革，社会保障改革，経済構造改革，金融システム改革，教育改革)。

このレベルでの特徴づけとして，近年広〈流通しているものの一つは「新自由主義」という

規定であろう。「新自由主義改革」の一環としての教育改革の性格について，現在もっとも包括

的で説得力のある議論を展開していると患われる論者が，現代日本の教育改革政策は「けっし

て教育内在的にだけみたのでは事態の真相を調むことはできない」こと(渡辺1997:6)，つま

り「外Jから見る視点の重要性を強調し r新自由主義」が一つのトータルな社会構想、として打

ち出されている点に注意を喚起しているのは理由のあることである(渡辺1997，1999， 2000)。

こうした「外部」的な関係性ないしマクロレベルでの契機が，教育政策内容のカテゴリ一関係

へとどのように独自な形で翻訳，具体化されるのかという局聞の解明が，教脊政策研究にとっ

ての固有の問題領域をなすと考える7)。

後者の「内部」的な問題とは，政策内容の変北にともなって生ずる，より教育のフ。ロセスに

内在的な契機ないしミクロレベルにおける変化である。たとえば，文部行政当局者による次の

ような言明によって示されるような問題群がそうである。「これからの教脊は，内容知から方法

知へ，行動主義の学力観から構成主義の学力観へ，系統主義から経験主義へ，そして，教える

髄，大人の視点に立った教育から学ぶ側，子どもの視点に立った教育へと学校教育の基調を変

えようとするものであるJ(磯田 2000:4，磯田はさき時文部省教育助成局地方課長)。すなわち，

カリキュラム構成，教授様式，評価基準，教師一生徒関係，大人一子ども関係，そしてそこで

形成される主体(アイデンティテイ)等に関わる諸カテゴリ一関係の変化を捉えることがここ

での問題となる叱
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4 政策形成形式

諾カテゴリ一関係の正統な秩序化としての政策内容が，どのような形で具体化され，実現さ

れるかを条件づける正統的コミュニケーションのあり方が政策形式である。ここでいう「形式」

とは，さしあたり，ある行為に接続される行為(コミュニケーション)の選択を条件づけるコ

ンテクストというほどの意味である。政策内容の具体化・実現形式を条件づける第一の契機が

政策形成形式であり，その第二の契機が政策実施形式であると考えることができる。この場合

の「第一J i第ニ」とは，理論的な重要度ないし順序性を含意するものではなしあくまで二つ

の契機として位寵づくものである。ただし，政策内容の変化が起きる場合には，これは時間的

)1慎序性として表れる可能性が高いということはできるだろう。

一般的には，政策形成形式の変化は，政策内容の大規模な変化が目指されるときに観察され

るといえる。いいかえれば，ある政策内容の基調転換の試みが，従来型の政策形成形式を変え

ることを通じて企因されるということである。

その端的な例として，先にもみた臨時教育審議会をあげることができる。それまでの中央政

府レベルの教育政策は，文部省とそのでに護かれた中央教育審議会によってその考基本枠組みが

策定されてきた。ところが， 1980年代半ばの中曽根内関において，そうした従来の正統的な政

策形成形式に代わって，内閣総理大臣直痛の審議機関として，法律に基づき総理府に設けられ

たのが臨時教育審議会であった。当時の文部省は，従来どおりの中央教育審議会による審議継

続を予定していたのに対して，臨教審はいわばその頭越しに，通常の政策形成ルートをバイパ

スする形で設議されたのであった。臨教審の設蓋期間中，中教審はまったくの活動停止状態に

おかれた。このように臨教審は，文部省を中心とする相対的に自律した政策形成形式からみて，

その「外部」的な関係における形成形式の変化ということができる。

儲教審の提起した教育の「自由イtJ，生涯学習体系への移行といった改革理念，また答申文に
確定事項として明示されるには歪らなかったものの，学校選択の自由ft，教育への市場原理の

導入などのプランは，その後に起こった政策内容変化への重要な転機を作り出すものであった。

(なおここでは詳論しないが，近年の教育改革国民会議の例も，政策形成形式の「外部J的な契

機における変化を通じての，政策内容のさらに新たな転換への試みとして理解することができ

る。)

とはいえ，政策形成形式の変化がつねに必ず，また直ちに政策内容の変更へと帰結するとい

うわけではない。臨教審改革派が目指した改革路線が， 1980年代当時にはほとんど実現をみる

ことなく終わり，むしろ 1990年代以降になってから実質的にその方向への転換が進行している

ことにも表れているように，政策形成形式の変化と政策内容の変イちとの関には，時間的な落差・

幅が介在するケースが少なくない。大きな潮流という意味では，臨教審が現在進行中の教育改

革政策に及ぼしている影響関係は甚大なものがあるといっていいが，政策形成形式の変更と政

策内容の変化という関係次元では，それはあくまでも間接的なものにとどまる。座史的時間が

異なれば，改革をめぐる主体的条件や環境的条件も違ってくるのであり，それは類似の政策内

容であってもその実現形態が異なってくることを意味するものである。

1997年 1丹に文部省は，公立義務教育学校における学校選択についてのそれまでの消極的姿

勢から一歩踏み出して i通学夜域制度の弾力的運用について」通知を出すこととなるが，この
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通知はまさにその前月に出された行政改革委員会による提言内容を直接的発端とするもので

あった(1996年12月「規制緩和の推進に関する意見(第二次)J)。さらにまた悶委員会の要請

にもとづいて，文部省は通学誌域弾力佑事例集を取りまとめ刊行している。行政改革委員会も，

内閣の主導で設置された各省横断的な改革推進機関であり，文部省 中教審という従来型の政

策形成ルートとは異なる「外部J 関係からの入力という点では，臨教審の場合と時様である。

しかし，こちらのケースでは政策形成形式の変更と政策内容の変更とが，きわめて直接的に連

動した形で表れている点、が特徴的である。

このような違いをもたらした要閣としてあげられるのは，第一にいわゆる「政官関係」の変

化，すなわち中央政府内における執政部を中心とした統合機能の強化という文脈での，各省庁

が占める位置の変化であり，第ニにそのような文脈内における教育政策担当機関としての文部

省自体の態度変容である。 1990年代後半期は，各省庁ごとの従来型の政策形成ルートによらな

い，執政部主導による新たなタイプの改革推進機関の設置が目立ったが，それはその時期に盤

上に載せられるようになったテーマの多くが「関係省庁がみずから熱意をもって改革を進めよ

うとしない事項」に及ぶものであったことによる(西尾1999a: 2)。この経緯には，一方で、「改

革に熱意のない主体J (西尾1999a: 5)としての行政官僚制と，それを克服するための新たな

政策形成機関の設置という側面があるのと同時に，他方では行政官僚制による主体的な選択と

しての態度変fむという側面がある点に注意する必要がある9)。

実際，上にあげたこつの変化要閣は相互に関連しあいながら進行していると考えられる。た

とえば， 1980年代の臨教審のときには，文部省における通常の政策形成機関であった中教審は

まったく活動を停止していたのと対照的に， 1990年代(とりわけ後半期)に入ると中教審の活

動はにわかに活発佑し，次々と改革提雷を発表するようになる。しかもそうした中教審の活動

は，行政改革委員会や地方分権推進委員会などの執政部主導による機関の活動と平行して，あ

るいはそれらとの関係を視野に入れながら展開されるようになるのである川。さらに，中央省庁

再繍後の新体制では，分権推進委などのような時限付きの改革推進機関のみでなく，新設の内

題府やそこに置かれる経済財政諮問会議，総合科学技術会議のような常設的な統合部門が整備

されるに至っている。教育における政策形成形式の変イじも，こうした政官関係次元に端的に象

徴されるような「外部J関係での変イむと，官とそれに附属する審議会・調盗研究組織などの「内

部J的関係における変化を，それぞれのレベルで，かつまたその相互関係において捉える必要

がある。

本稿では，中央政府レベルでのしかも主として「外部」的な契機・関係での変化しか取り

げることができなかったが， もとより文部(科学)省に特有の「内部」的な契機・関係性にお

ける政策形成形式(各種の調査研究協力者会議，附属の調査研究機関，内部組織嬬成等)の変

化も重要な検討課題である。さらに，中央と地方の関係も，ある意味では政策形成形式という

視点から捉えることが可能で、ある 1九それは，地方分権イ七への方向が実費化していく度合いに応

じて，より一層重要な観点となってくるだろう O

5 政策実施形式

(1) r指導」という教育行政コミュニケーション形式

政策内容が実施されるところの正統的コミュニケーション形式が政策実施形式であり，その
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「形式」とは，実施過程でのコミュニケーション(行為連鎖)の選択を条件づけるコンテクスト

として位置づけられる。この条件づけのコンテクストは，法的，行政的，財政的，政治的，社

会的など様々な契機からなるものが想定されうる。この意味での教育政策の実施形式は，公教

育サービスの提供・管理に関わる様々な命Ij度形態とそのもとでの関係当事者による行為連鎖の

すべてが対象範囲をなすことになろう o

しかしここでは，戦後日本の教育政策実施形式のうちで， もっとも特徴的なもののーっと考

えられる行政コミュニケーション形式の問題に焦点、を絞りたい。この独特な教育行政コミュニ

ケーション形式は r指導」による規格化の浸透という形で特散づけられるものである(荻原

1996)0こうした特徴づけは，大学行政や私学行政などの諸領域においても成り立っと患われる

が，以下ではおもに中央一地方の教育行政関係を念頭において議論を進める。

これまで長らく教育行政における中央一地方関係の基本的あり方を秩序づけてきた地方教育

行政の組織及ぴ運営に関する法律(以下，地教行法と略記)は，その基本理念のーっとして「指

導行政の重視」を謡っていた。その趣昏は「教育行政にあっては，指導，助言，援助という非

権力的作用を中心として，その運営を行うべきものであるJ という点にあった。そうした「指

導行政」こそが，-地方自治の尊重という点」および「市町村自体が教育の運営を行うという点」

のいずれから見ても「教育の事業を営むものの主体性を尊重した」あり方だとされたのである

(木田 1956:9， 1977: 10-11)。つまり「指導J行政は，すぐれて肯定的で望ましい，教育に独

自の正統的コミュニケ…ション形式と位置づけられてきたのである。

1990年代後半期は，こうした「指導」行政の位置づけが批判的な対象として関い直されたと

いう点で，かつてない特徴的な時期となった。「指導」行政の見直し問題を取り上げた中央教育

審議会は，その答申文において「これら指導等は，その相手方である地方公共団体の判断を法

律上拘束するものではないがJ，r特段の判断を加えられることなく指導等がそのまま受け入れ

られてきた」という現実態についての批判的な認識を示した(中央教育審議会1998:第 1章

4) 0 中教審答申が「指導」行政についてネガティブに言及するということは，以前では想像し

がたいことであり，その意味では繭期的といってよい事態であった。

「指導」行政の現実態を示す素材として，国立教育研究所がさを閣の市前村教育委員会の教育長

に対して行った費関紙調資がある(実描年月 1997年8月，調査時点の市町村教委数3235のう

ちから半数の標本抽出で1366の回答数)。そのなかに，-文部省の指導通達には事実上，強制力

があると受け止めている。」という項目に対して 5件法で回答を求めたものがある。その結果は，

平均して 92%の市町村教育長が「強制力」があると受け止めているというものであった (1そう

思う J43.8%， 1どちらかといえばそう思う J48.5% [貝塚2000:361J)0 1指導」行政のこのよ

うな強力な通用性は，戦後史を通じてほぼ同様な形で維持されてきたといってよい。

なおここで投意しておきたいのは，市町村教委関係者が，国からの指導には法的拘束力があ

ると、誤解かして「強制力があるJ と受け取っているというのではなく 1事実上」そう受け止

めているという点である。中教審答申において r指導等がそのまま受け入れられてきたJこと

の原罰論のーっとして r地方公共閤体の関係者において指導等の趣旨，あり方についての認識

が十分で、な」く，-あたかも法的拘束力があるかのような受け止め方」がされてきたという点が

指摘されているが(中央教育審議会 1998:第 1章4)，この質問項目への囲答結果はそうした認

識構図には鵠収できない状況を表している。少なくともそれは，-法的拘束力があるかのような

受け止め方」を表しているのではなしあくまで 強制力があると受け止めている」
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ことを示しているのである。しかもこの項目への回答傾向には，人口競模の違いによる差はほ

とんど見られない。人口 5千人未満から 30万人以上までのいかなる規模の教育委員会もが，お

しなべて「事実上，強制力があるj と受け止めているのである。つまりこれは，人工規模とい

う指標に象徴される行財政能力の違いや事務局体制の弱小といった条件とは関連性のない，ま

さに「文部省と地教委との一般的な関係J (寺脇編 2001: 48)を表しているといえる O 正確にい

えば，中央と市町村との間で両者を媒介する地位にある都道府県教委が介在しての「一般的な

関係Jである。

ところで，こうした一般的状況について市町村教委関係者が，それを何か異様な事態である

とか，不都合や問題点があると感じているかというと，必ずしもそうではない。「指導」行政に

関する評儲を直接関いたものではないが，同じく先の全国教育長調査のなかの「市町村教育委

員会は制度の趣旨に沿って概してよく機能していると思うりとの質問項目に対して，約 80%の

市町村教育長がおおむね肯定的な剖答をよせているのである (rそう思う J23.5%， rどちらか

といえばそう思う J57.1%)。向項目も人口規模別の回答傾向に有意な差は出ていない(貝塚

2000 : 359)。要するに，向調査の分析に当たった論者たちの指摘するように，教育委員会関係

者「内部」における認識と，それをみる「外部」の視線とのあいだには「かなりの本離があるJ

ということである(結城他2000: 14)。

以上から r指導」行政コミュニケーションの通常の(少なくとも教育行政関係当事者間では

常態とみなされている)流通形式とは次のようなものだといえる。闇の「指導J行為はそれ自

体としては法的拘束力がない。しかし，閣から都道府県教委へ(ついで県内の教育事務所を経

るなどして)，さらにそこから全国三千余の市町村教委へと到達していく過程において r指導」

l土 の強制力をともなうものとして流通しているo これがすなわち，非権力的な「指

による規格化の浸透という特徴をもっ，教育行政における正統的な行政コミュニケーショ

ン形式なのである。

このような「指導」という行政コミュニケーション形式の正統性が大きな疑問に付されたの

が， 1990年代後半期における一連の改革過程においてであった。教育行政関係者「内部」にお

いては少なくとも、通常グで正統的とみなされてきたあり方が，その「外部」関係から間い

されたのである。

1999年に成立したいわゆる地方分権一括法 (2000年4月施行)によって，地方自治法の大改

正と合わせて，地教行法48条が定めていた「指導」等の関与規定の見直しが狂われた。この分

権一括法として形をみた改革を推進したのは地方分権推進委員会であったが，そこで目指され

たのは，地方に対する「国の関与が過度にあるいは活意的に行われることのないように一定の

法的枠付けJ を務係すること，すなわち「菌地方関係における法治主義の強化」であった(小

平Jtl1998 : 105)。その方向を具体化するために，中央一地方の関与関係を一般法によってルー

ルイじするという考え方が採られた。地教行法の「指導」規定と関わらせていえば，第一に，先

にみたような，法的拘束力がないにもかかわらず事実上，強制力をもって機能しているという

「指導」関係の不透明性，あるいは過度な関与への疑問が提起されたということであり，第二に，

個別行政領域として特殊な中央一地方関係を構築してきた地教行法秩序が，一般法によるルー

ル化という観点から批判的に商い直されたのであるo

第一の点については，関与 (f指導J)する側の役割を縮小，抑制するという趣旨にたつ法改

正が行われた。すなわち，地教行法第 48条第 1項の留と都道府県教委による「指導J等につい
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ての規定のうら，従来「行うものとする」と定められていた部分が「行うことができるJに変

更された。この改正点について文部行政当局者による解説書は，これまでは「指導等」が簡や

都道府県の「責務として観念されていたJのに対して，今後は，それらの「主体的な判断によ

り行うことができるものであるj 趣旨を明らかにしたものと述べている。さらに問解説書によ

れば，この法改正の趣旨を受けて，今後は闘が「指導」等を行うにあたっては 1都道府県や市

町村の判断を過度に制約することのないようにすることJや「実証研究の成果や情報の収集・

提供などの支援的な機能を重規していくことj が必要だとされている(徳永2000: 75)。

こうした法制上の変化がこれまでの「指導」行政コミュニケーション形式にいかなる具体的

変化をもたらすことになるかは，にわかに判断しがたいところである。というのは，この法改

正はもっぱら関与する主体の側の抑制， しかもたぶんに自己抑制を求めるという性格の改変な

のであり，その現実的帰趨は，関与主体の側の突襟の意向，態度といった不確定な要素に多く

を依存することを意味するからである。さらに「指導」行政の実態には受け取る側の開題が大

きく関わっていることは先の調変結果にも如実に現れていたとおりであるが，そうした側面に

対してこの法制改変はほとんどなす術をもっていない。実際のところ 1行うものとする」と「行

うことができる」との違いが実効的にどれほどの意味をもちうるのか円また「過度に制約Jし

ないという「i晶度」とは具体的にどの韓度なのか等々，暖味な点は多い。

だがともかし少なくとも国による「指導」の行使はできるだけ抑制的であるべきだという

趣旨が法規範イちされ(しかし，きわめて分かりにくい形で実現されている 13))，またその趣旨を

行政担当責任者が承認して，それを具体化する方向での態度方針を表明していることは確認さ

れてよい(纏永 2000:75) 0 

第二の，個別領域としての教育行政に特殊な「指導」の問題に関しては，地方分権推進委員

会では， :till教行法48条の「指導J規定が「他の行政分野にない特異な閣の関与j (大森 1998: 

238)として批判的な見直しの対象とされていた。分権推進委は，関与関係を一般ルール化する

ために関与類型を設定し，それ以外の国の関与形態を極カ排除する方針を採っていた。実際，

分権推進委は文部省との折衝過程で，ー殻的関与類型に含まれない「指導」という文書の使用

を取り止めるよう要求していたのである。しかし，最終的には「教育行政の特殊性」を強調す

る文部省側の意向が通る形で「指導」概念は存続することとなったのである(荻原 1999: 14)。

つまりそこでは 1指導」概念を擁護することが 1教育行政の特殊性」を強調することと表裏

の関係をなしていたのである叫。

「教育行政の特殊性」を反映するものとしての「指導」という行政コミュニケ…ション形式が，

なぜそれほどまでに重要なものとされたのだろうか。

(2) 教育行政の「特殊性J と「指導」行政

「指導」という概念が r教育行政の特殊性」を表現するものとして重視されてきた背景理由

として，ここでは次の三点をあげておきたい。

第一は 1営まれる教育に主体性がなしそれがすべて命令監督の下に機械的に行われるとい

うことは，ありうべからざることであり j，ゆえに「教育及び教育行政にあっては，指導，助言，

援助という非権力的作用を中心として，その運営を行うべきものであるj (木間 1956:9， 

1977 : 11) という，いわ江、教育の本質論グ的な理由である。こうした説明形式は，およそ時

代状況や文旅の違いを越えたまさに、普遍的グな観点として成り立ちうるものといえる。
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次のニつはより具体的かつ行政的文脈にそくした理由であり，また「指導，助雪，援助」と

並べてそれらを一括的に扱うのではなく i指導」という範噂の国有の意味に焦点を合わせる観

点からのものである。そこで第二は i指導」という概念が，たんに情報提供や文字どおりの「助

というだけにとどまらず，相手に対して具体的な方向づけを行い，その行動を積極的に誘

導するという能動的な指向をもっているという点である。この意味での「指導」は i人関を現

実に動かすことJ(丸山 1964: 360 = 1995 : 207)という統制の組織佑に関わる一つの形態という
視点からみることが可能で、ある。第三に，教育行政の場合により特徴的なこととして i指導」

による誘導においては，客観的な基準に依拠しうるものにとどまらず，すぐれて主観的，価値

的な意味をもっ方向づけが目指されるという点である。

以下，第二と第三の点について，近年の教育行政の動向と関わらせて簡単にみておきたい。

地教行法改正に関する文部行政当局者による法令解説書において i指導J i助言」等につい

ての定義づけが新しく登場した。これは，おそらく，教育行政に悶有の関与としての「指導J

を存続させる理由を説明しなければならなくなった経緯があってのことと推察されるが， とも

かく従来の解説書では見られなかったことである。それぞれの「法令上の一般的意味」として

次のような定義が記されている(徳永2000:83)。

「指導:将来においてすべきこと又すべきでないことを指し示し，相手方を一定方向に導くこ

とJ

「助言:ある行為をすべきこと又ある行為をなすについて必要な事項を進雷することJ

両者の相違点については r指導」が「相手方を一定方向に誘導することに力点を置いたもの

であるのに対して，助言は，相手方に進言する行為に力点を置いたものである」とされ i具体

的には，例えば，国が都道府県教育委員会に対し，一定の取扱いを行うよう促す場合は指導に

該当し，必要な情報提供を仔う場合は助言に該当する」と説明されている(徳永2000:83)。す

なわち r指導」は「相手方を一定方向に誘導することJや「一定の取扱いを行うよう促す」と

いう積極的・能動的な働きとして位置づけられているのである問。

次に「指導」概念が価値的な方向づけを指向するといっ点、について。地方自治法はすべての

行政領域に共通の関与として「技術的な助言若しくは勧告J (245条の4第1項)を規定してい

るo この自治法上の関与と地教行法48条の関与との違いについて先の解説書は，両者がともに

法的拘束力のない「非権力的な関与」である点では共通で、あるが，後者は「地方自治法と異な

り，主観的な判断又は意思等を含まない『技術的な』ものに留まるものではなしまた r相手

方が将来においてすべきことを指し示し，相手方を一定方向に導く行為J も含まれるJ点で異

なる旨を述べている(徳永2000: 84) 0 この説明を裏返していえば r指導」には「主観的な判

断又は意思等j による一定方向の「指し示し」と「誘導Jが含まれるということになる。

「指導」という行政コミュニケーション形式が内包する主観的・価値的方向づけという性格が，

今日における教育政策実施過程の文脈においてどのような形をとって表れているかを考えるう

えでの一つの素材として，次のような発言をあげておこう。これは，近年の文部省が現場に向

かつて様々な形で「教育改革」への勧奨を在ってきていることをめぐって，現職の高校教師と

文部官僚とによる対談のなかでなされたものである o

「私は現在，文部省が進めていこうとしている教育改革は『後進国革命』と呼べるのではない

かと思うのです。つまり，上のほうだけで改革を進めていって，下のほうにいる教員を力づく

で変えていこうとしているのではないかということなので、すJo rそのことをさらに具体的にぎ
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いますと，文部省の施策にはどうも『正義』を立てているような気がするということにもつな

がります。『これが正しい教育であるJという『正義』ですね。Jr戦後の自分が関わってきた教

育のことを考え併せてみましでも，いわゆる四六答申のころにも理想が語られてはいても，そ

れが文部省主導ということで具体化することはなかったわけで，そのあたりまでの文部省の役

割は大きく雷えば F調整型』の仕事であったと思うのです。ところが，最近の文部省の諾提言

には『正義』を立てて，それを推進していこうという意思を感じます。寺脇さんの替葉を借り

れば，臨教審以来， ということになるかと思うのですが，どうも最近の文部省は積極的ではな

いかと患います。J (寺脇編2001: 118-121，諏訪哲二の発言)。

s むすびにかえて

1990年代後半期以降の日本における教育政策変容は，そこにおける政策内容の基調転換とし

て顕在化してきた。 1980年代からだび、たび、試みられてきた政策形成形式の変更をきっかけとし

て，そうした政策内容の変容が実現されてきたのであるo 本稿で区別した政策変犯の3つの側

面にそくしていえば，政策形成形式の変容を媒介として，政策内容の変化がもたらされたとい

うことができる o こうした変化の基底には，教育と教育行政における正統性の動揺とその再編

という論理が伏在していると考えられる。それは文部省そのものの正統性にも関わる問題であ

る。 1990年代後半期における文部省による政策内容転換へ向けた態度変容は，こうした正統性

問題への対応としてもたらされたということができる。

政策形成形式の「外部」的な関係における変容は，既存の政策内容を大規模に変更しようと

するさいにみられるものなので，政策内容の変1~がほぼ一段落した時点で，従来型に準じた (r内

部」的な)政策形成形式に回帰していくということが推測されうる。近年の動向は，教育改革

国民会議の例にみられるように，いまだ流動的な側聞を含みもつ一方で、，従来型の政策形成機

関である中教審の正統性復調が目立ってきてもいる(もちろんホ再編版グ中教審としてである

が)。

このような，政策内容の変化と政策形成形式の内的な回帰とを結びつけている主体が，行政

官僚制!としての文部(科学)省にほかならない。教育および教脊行政に対する様々の「外部J

からの批判的問い直しの声に対して，それらを「内部」関係に取り込み，内的な論理へと翻訳

し，みずからの主導によってその正統性再編を図るというのが，近年の文部(科学)省による

様々な取り組みを支えている基本戦略といってよい。それが現場には「どうも最近の文部省は

積極的J で，かつ「これが正しい教育である」といった主観的，価値的な、正しさ汐を押しつ

けてくるように映るわけである。

こうして変化させられた政策内容が特定の政策実描形式を介して中継，実現される。この実

施形式の中核部分をなすのが r指導」という教育行政コミュニケーション形式だと考えられる。

筆者はこのレベルでの変化が起こるかどうかが，他の側面の変化よりも一層重要だと考えるが，

この独特な行政コミュニケーション形式は， 1990年代後半期にその法制的側面での一部手直し

が行われたものの，現時点でその基本的な変イじの兆候を見出すことは困難である。近年の「教

育改革」への様々な勧奨が現場には、押しつけかとして現れているのは r指導」行政コミュニ

ケーション形式の規定性が依然として強力であり続けていることの証恋といえるのではなかろ

うか。
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もとより，政策実摘形式にまったく何の変化もないということではない。中央による地策で

も，従来のような全国一斉の実施という形をとるのではなく，総合学科，中高一貫校，学校評

議異常Ij等にみられるように，実際にそれを採用するかどうかの最終的判断を地方団体に委ねる

という形も目立ってきている。しかし，そうした中央による新たな政策メニューの提示と勧奨

においても，これが"lEしいグあり方，あるいは帆標準的なグあり方という一定の方向づけを

ともなって，現場へと中継ぎれているといっ側面を有していることは否定できない。まさに「指

導」による規範化・標準化 (normalisation)である。

中央教育審議会における議論として次のような教委関係者による発言が託銀されている。

「ふだん教育委員会で，よく感じますことは，新しい政策ですとか，新しいやり方をいろいろ

と考えていく上で，事務局が国の動向をよく見てとか，国の方向はこういうふうになるので，

こういうふうに考えましようというような， (中略)そういう考え方が基本としてあるように思

われます。J (中央教育審議会1997)。

「指導」という行政コミュニケーション形式を成り立たせているものの一端がここによく示さ

れている。問題は，こうした「閣の動向j などのホ上を見てグ仕事をするという行政体質がは

たして本当に変わりつつあるのかどうかという点にこそある。あるいは逆説的に考えるなら，

近年では「留の動向」が多様化，弾力化，個性化をさかんに勧奨する方向にあるので，地方や

学校が「国の動向をよく見J ることで，いうところの個性化が実現するということになるのか

もしれない。しかし，閣や都道府県などの，自分よりも、上を見る'ことをもっぱらとしても

たらされた変化l丸、上の動向グが次に変わるときにやはりそのように変わることだろう。変化

を中継するパターンが変わらないかぎり，そのような行政体質そのものは生き続けることにな

るにちがいない。「指導」という行政コミュニケーション形式が変わりうるかどうかが重要であ

るのは，以上のような問題背景においてのことである。

〈i主〉
1 )ここで示した分岐論はあくまで一般的な捉え方としての類裂化であって，各論者をどちらか一方に裁然と

区分できるというわけで、は必ずしもない。なお，こうした対澄図式に関して，とくにそこでの公共性問題の

捉え方について小島泰孝が次のように述べているのは妥当であると思う。「蓮華きなことは，新保守主義や市場

主義の角度から提起される改革ー構想、では教育の公共性放棄が意図されているとみるのは正確ではないという

ことである。今日の教育における公共性問題は，公共性かその放棄・解体かに争点があるのではなく J，r公

共性の聖霊的再編をめぐる葛藤として存在する。J (小島2001: 237) 

2 )ここで「示唆を受けて」というのは，あくまでも筆者の関心に引き寄せた文脈での、思考の道具穏'とし

てきわめて発見的なカをもった， というほどの意味である。バーンスティン理論の本来の趣旨に見合った理

論の適用といったことはここではまったくの筒題外である。

3) IE縫にいえば，パーンスティンの議論の中で、は「分類 (classification)Jは「権力 (pow巴r)Jの翻訳概念

であり r枠づけ (framing)Jは「統制 (controJ)Jの翻訳概念として区別されるものであるが，ここでは「権

力(分類)J， r統制(枠づけ)J と表記して一括的に扱うこととする。

4 )なおこの点に関連して， 80年代当時文部省から隣教審事務局次長として総理府に出向していた斉藤諦淳

が，次のような興味深い述懐を行っている。「教育の機会の保障のためには制度をカッチりしなくてはならな

いというのは文部省の従来からの方針であった。いかにして教育の機会を平等にしていくかということは絶

えず重大な課題であり，その中で文教政策はできょがっていた。よくそれは文部省が自分の機践を守るため

だといわれるが，むしろそれは盟会が文部省をそうきせたという函が非常に強いと思っている。だからその

意味では国会や文部省，あるいは日教組や文部省を関わず，機会の平等をいかに確保するかということが纂
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本的な問題だった。教育界全体がそうだった。それに対して会然違う次元からの問題提起があの時代にあっ

たということだ。j rいまからみれば，やはり臨教審の一番の成果は成長型の教育制度を成熟裂の教育制度に

改める考え方をtおしていったという点だと思う。」市JlI(1995 a)所収「資料編インタビュー記録」の斎藤諦

淳氏の項。

5 )そうした参照枠組みの設定について，より明示的な議論を行っているのは井深雄こである。そこでは「教

育改革の佼相J (井深2000:17の図1)として4つの政策類裂が区別される。それは，教育の「玉p:等」を縦

車告に，教育の「自由」を横輸にとって，ニつの評価執のプラス，マイナスで構成される 4つの象般から構成

されるものである。各象阪は次のように呼称されている。「教育基本法体制J (平等+/自白十)， r教育にお

ける 55年体制j (平等十/自ffi-)，r教育勅語体制J(平等一/自由一)， r新自由主義教育体制lJ(平等一/

自由十)。そして， 90年代以降の教育改革は，大筋として「教育における 55年体制lJから「新自由主義教育

体制」へ向かう動きとして整理される(教育における平等と自由の評価値がそれぞれ逆転)。井深の議論で特

徴的な点は，この政策類型論を公共'段の類型論に接合する形で潔論イちが試みられているという点である。す

なわち「福祉国家主主公共性は『教育基本法体制』に，企業国家型公共性は f教育における 55年体制』に， 自

由市場型公共性は『新自由主義教育体市1]~ !こ，各々接合する」と(井深2000‘208)。

6) r外音~J と「内部J という区別について，ここでも概念的に厳密な適用ということからはど遠いが，パー

ンスティンの用語法から示唆を受けている(参照，パーンスティン 2000: 54-55， 171， Bernstein 2000 : 14， 

99)。本稿の文脈では「外部Jr内部J という区別は，政策内容/政策形式それぞれの中における変化の諮レ

ベルを識別する一つのメタファーとして用いている。すなわち何が「外音んで何が「内部」となるかは，照

準を合わせる観察単位に応じて可変約である。

7)教育学分野の著述においても「新自由主義」という言言葉がしばしば用いられているが，その概念の使用が

そこでの論述にいかなる有意味な働きをもたらしているのか，必ずしも明らかでない場合が散見される(筆

者自身のこれまでの使用法も例外ではない)。そうした中にあって r新自由主義J概念を自覚的に用いた議

論の試みとして，児美)11孝一郎 (2000)，佐藤学 (2000)，井深雄ニ (2000)があげられる。なお，この点に

付総していえば，黒崎勲 (2000)，小島弘道 (2000)はその議論の中で問概念をいっさい使沼しないという点

で対際的である。より特定化した文脈に議論の焦点を絞ろうとする方法意識によるのかもしれない。以上の

ほかに r新自邸主義」という規定を前面に据えるのとはやや異なる角度から，やはりマクロレベルでの変化

に照準を当てている議論として小ヨ三重夫によるものがある。そこでは「政治的意味空間J (公共性)の復権，

創造という問題視角から，教育改革の現段階を「家族・学校・企業社会のトライアンクwル」の現状維持的な

改革路線と，その解体・再編による構造改革路線とのせめぎ合いとして捉える視点が提示されている(小玉

2001 a， b)。

これらいずれの議論においても，その基底にある問題関心は，教育における福祉国家段階(あるいは開発

主義)をどのように越えるかという形に集約できると忽われる。戦後日本の社会文脈にそくしていえば， 日

本型「福祉国家」における教育政策の性格把援と，その、克B置刀、乗り越え'のパースベクティブに関わる問

題といえる。

8 )この筒題レベルに焦点をあてたものとしては，パーンスティンの教育コード論を用いた久滋養之による議

論が注目される。そこでは，近年の教育改革政策が n知識中心AW画一(共通lJW教郎中心』という『強い

分類・強い粋づけ [+C/十FJJJのタイプから rr俄性・多様性Jr関心・意欲・態度Jr生きるカJを強

調する特徴をもった W~~い分類寸奇い枠づけ [-C/-FJ 裂~J への教育実践上のタイプ転換を指向するも

のとして捉えられる。そして，このような「分類/粋つ事け」概念、によって構成されるペダコeジーの裂の理論

的検討をとおして，現代日本におけるこの「転換」がいかなる矛粛と問題点を内包するものであるかが解き

明かされている〈久富2000: 43-44)ο 

また，政策内容とそこでの主体カテゴリーの問題を扱ったものとして，苅谷間1彦による議論をあげること

ができる。そこで、は，近年の教育改事政策で誕われている「自ら学ぶ意欲」の育成という考え方が前提とし

ている「強い個人の仮定Jおよびその「主体=偶人Jモデルが，それがとる雲説カテゴリー上での(見かけ

上の)普遍伎とは裏腹に， じつは社会階層カテゴリーでの格差と結びつい



132 教育学研究科紀望書 第85号

コー的なテー?にも速なる問題といえる (Foucault1983 : 208-226)。

9 )パーンスティンは「枠つrttjの「外的な特性 (externalfεature)jを，ある文脈内の1E統的コミュニケー

ションがき当該文脈の「外側」にあるコミュニケーションをどの程度統制jしうるかという点から規定している。

例えば医者の所へ行って偶人的な問題を長々と言語すというコミュニケーションを主替えてみたとき，それを金

を払って行う場合と払わない場合とでは大きな違いがある， とパーンスティンは述べる o 金を払わない場合・

では，俄人的な問題についての長話は医者一怠者という正統なコミュニケーションにほとんど何の影響も与

えない。他方，金を払う場合てすま，個人的な長話という「外音~j 的コミュニケーションが医者一患者間の正

統的コミュニケーションに組み入れられ，それに影響を与える。前者が「枠つやけ」の外的な特性が強い場合

であり，後者が~~い場合である(パーンスティン 2000 : 55， Bernstein 2000 : 14)。

こうした議論になぞらえていば，本文で述べた，臨教若手という政策形成形式の変化が政策内容の変化に対

しでもつ関係が間接的なものでしかないというのは， 1980年代には文部省を中心とした政策形成形式の対

「外吉~j 関係における「枠づけ」カキ日対的に強かったということを意味し，それに対して 90 年代後半以降，

行政改革委員会等の省庁横断的な機関との関係がより直接的になってきたことは，文部省中心の政策形成形

式の「枠づけ」がその「外部」との関係において格対的に弱まってきたことを示しているといえる。そして，

文部省(行政官僚制)による主体的な選択としての態度変容(政策内容変更)は，それを通して，弱められ

た「枠づけ」を再編・再強化する試みとして位蜜づけることができるだろう。

10)例えば教育行政の地方分権化問題をめぐる中教審一文部省と地方分権推進委員会との活動関係について，

荻原1999:6♂ 14， 2000: 17-22を参照。

11)こうした点に関するものとして青木栄ーの研究が注目される。青木は公立学校施設援備という政策領域を

取り上げて，それが1980年代前半を墳に量的整備から質的援備へと転換をとげていった過程を追跡してい

る。そこでいは，各穣の調変研究・協カ者会議の設澄を通じて政策内容の転換が図られるという，従来とは異

なる政策形成過程が採られたという。しかも，これらの調査研究会議による情報収集i土地方における先進事

例から採用されており，それが重要な政策情報となって内容転換の方向が画定されたのである。すなわち，

地方レベルでの先進的アイデアや施策内容が，調変研究協力者会議とい 7新たな政策形成形式を媒介として，

中央の政策内容へと変換されたという関係が明らかにされており，きわめて興味深い。また同論文は，分析

対象を施設整備という個別領域に限定してはいるが，その研究意図は「倒別の政策内容の分析を越えた(中

国各)政策過程分析一般に資する枠組みの構築J (青木2001: 120)という点、に向けられており，本稿てかの議論

の観点からもおおいに関心がわくところである。

12)地教行法48条のこの改ま点に関する別のコメント例として次のようなものがある。すなわち，従来の「行

うものとする」という規定は「法律上『指導義務』が課されていた」ということであり r極端に替えば，た

とえば(中略)都道府県教育委員会が市町村教宵委員会を指導すべきであるのに，それを行わなかった場合，

都道府県教育委員会はいわば F不作為の違法』を間われる可能性があったが，改正後はそのような関係では

なくなったということが震えるJ(芦立2000:147-148，芦立は執筆当時内閣官房教育改革国民会議主幹)。し

かしこうした説明は，同改正点の意義をいささか過大に見積もるものであり，まさに「極端」な事後的想定

というべきではなかろうか。

13) r指導」という関与の抑制化という趣旨の法規範化は， j也教行法上には実現されておらず地方自治法で行わ

れている。しかし，その自治法上の規定も非常に分かりづらいものである。まず一般原則として「関与」は

「必要な最小限度」のものとし，地方団体の「自主性及び自立性に配慮しなければならない」と規定された(自

治法245条)。さらに地方自治法は「助言又は勧告Jr資料の提出の要求Jr是庄の重要求」等の関与の毒基本類型

を規定するが(自治法245条第1号及び第2号)，そこには「指導」という類型は含まれていない。そこで，

基本類主主以外の関与を定めているのが同 245条第3号であり r前こすに掲げるほか，一定の行政目的を実現

するために普通地方公共団体に対して具体的かつ個別的に関わる行為Jという揺りが与えられているJ指導」

はここで例外的な「行為」として括られている範穏に含められるのであり，そしてこの例外的関与を「留は，

できる限り J行わないようにしなければならない旨が定められているのである(自治事務の場合。自治法245

条の3第2項)。なお，このような例外的関与と並んで「できる限り J抑制すべき関与類型としてよげられて

いるのは「代執行」というきわめて強い関与である。

以上を要するに r指導」という関与形式は，地方自治法上ではあくまで例外的な場合として，かっその行
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使を「できる限り」抑制すべきものと捉えられているのに対して，地教行法のj二ではそれはまさに教育行政

における中心的かつ正統的な関与として位澄づいているのである。地方自治法は，地教行法が予定する文部

省一教育委員会関係秩序に対してのいわば「外部」的な枠づけ関係を規律するものであるが，少なくとも「指

導」行政コミュニケーションに関するかぎりその規律カは弱しそれに比して池教行法秩序における(内的)

枠づけが依然として強いといってよいように思われる。

14)こうした事僚のさらに背後には，文部省一教育委員会という偲別行政領域と，自治省一首長部局を中心と

する総合行政部門との関係における，前者の後者への統合・総合化への動きを貌んでのそれへの文部省サイ

ドからの対抗という要室長が滋んでいると思われる。この点に関連して，行政機構史的なパースベクティヴの

なかに 90年代の分権改革を佼澄づける視点、を提供しているものとして，小川正人による次のような指摘があ

る。「今回の地方分権改革」は「戦後改革期に形成，強化された偲別専門的行政の分化=機能的集権化の体制

に対する総合調撃的行政化への揺り戻し過程の(中略)更なる総合調務的行政サイド、への再編成という性格

をもっJ。すなわち地教行政体帝1]が戦後史における一国民の総合行政化への過程から生まれた(その妥協の)

渓物だとすれば， 90年代以降の改革過程は二割自の総合化へ向けた動きだというわけで、ある。「文部省や中教

若手が地方分権改革と教育委員会制度の大幅な見直しに踏み出し教育委員会の活力を一段と強めるよう提言し

た大きな理由の一つには，こうした教育委員会制度の存在意義と役割への危機意識があったことは否定でき

ない事実である。J (小)112000 : 155-156) 

15)このような意味内容をもつものとしての「指導」は，まさに行政学において国家介入の形態論として議論

されている粋づけ」概念のうちの という範鳴にほぼ震なるものである。その議論によるならば，

「枠つrttJ !土「誘導」と「拘束」というこつの形態に分けられるが，前者の rr誘導』は，国家行政が，影響

力，説得，操作等の手段の利用によって枠づけをおこなう場合」で、あり r今日の臼本を含めた多くの資本主

義諮問の行政においては，誘導の方法が拘束的やり方よりますます優先されるようになってきているJ と指

摘されている(阪口 1981・64…65)。ここで田口が紹介しているのは，シュヴ、， I}エとロシャークによる議論

である。そこでは国家介入の形態として，大きく「枠づけ(l'encadrement，framing) Jと「直接管稜(lagestion

directe) Jの二つが区別され，さらに前者の「枠つUtJが「誘導(j'incitation，incitement)Jと「拘束(ja

contraint巴， constraint) J とに区分される。

*本論文の草稿を読んでくれ，それぞれ貴重量なコメントをよせてくれた青木栄一，安藤知子，山田哲

也の各氏に感謝する。
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